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1)本稿では、供給者と顧客の聞の取引を「物品またはサービスの供給 (supplyof goods or services) Jと表記す
る。消費税法の用語法では、「資産の譲渡等」である。
2)オランダの著名なVATの研究者であるBenTerraは、その著書において、 VATにおける中立性 (Neutrality)の
重要性を強調している。 BenTerra “Sales Taxation -The Case of Value Added tax in the European Community" 

















































































































































16) VAT指令については、 IBFDが発行している官UV AT Compass 2013/2014"を参考とした。
17) Oskar Henkow“The VAT/GST Treatment of Public Bodies" Wolter Kluwer Series on International 

































































































(3 )ー 2 わが国の消費税法の仕組み


















































































































































































































































































































































































































巨三〈 ~I 関B17InHI〈 〉両日
本体価格 100 120 150 
VAT (10%) 10 12 15 
取引対価 110 112 115 
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対価 110 対価 110
(本体価格100+VATI0) (本体価格100+VAT10)
この場合、公共法人は民間企業と競合することから、中立性の観点から、売上げはVATの課税
対象とし、仕入れに含まれるVATは税額控除を認めるべきである。
(3) -7 補助金を受け取る公益法人モデル
公益法人が提供する公益サ}ピスについて検討する。
政府あるいは公共法人が提供する公共サービスに対するVATの課税は、基本的にはテクニカル
な問題である。なぜなら、税を徴収する主体と税を負担する主体が基本的には同一であり、最終的
66)ただし、行政手数料はVAT相当額だけが高くなり、中央政府の税収が増加するという結果をもたらす。
会計論叢第10号 -44-
には相殺されるからである。これに対して、公訴法人が提供する公益的サーピスの場合、 VATの
ような一般間接税の負担を求めるのか(求めるとして、どこまで求めるのか)、それとも、求めな
いのかは、政策判断の必要があり、かっ、基本的には非課税制度の在り方を考慮する必要がある。
学校法人、宗教法人、医療法人などの公益法人の場合で、 VATの導入前の状況を想定すると、
次のとおりである。
|政府等|
|職者|二|他人|ご|顧客 l
ここで、税率10%のVATが導入されたと仮定すると、事業者への支払いはVATを含めて110と
なる。
VAT導入への対応としては、以下のモデルが考えられる。
A.完全課税モデル
顧客からの対価だけでなく、補助金も公共サーピスの対価として課税対象とし、かっ課
税仕入れに含まれるVATの税額控除を認める。すべてのサ}ピスを等しく課税対象とす
るとの考え方に合致したものであり、経済的中立性の観点からは望ましい。
B.課税対象外モデル
顧客からの対価は課税対象とし、直接的な対価性のない収入である補助金を課税対象外
とする。補助金に対応する課税仕入れの税額控除が認められないとすると、その部分が公
益法人にとってコスト増となる。
C.非課税モデル
顧客からの対価を非課税とし、補助金を課税対象外とするものである。結果として、税
額控除は全く認められず、公益法人にとってコスト増となる。また、こうしたコストの発
生は、取引に歪みをもたらし、経済的中立の観点からは好ましいものではない。
D.ゼロ税率モデル
公共サーピスの供給(顧客からの対価および補助金のすべて)にゼロ税率を適用するも
のである。完全な税額控除が認められる。ただし、税収の減少を伴う。
5.現行法の仕組みの再検討と代替案の提起
(1)現行制度の見直し
現行制度を見直す場合、抜本的には下記の二つの方法が考えられる。
-45一公共部門に対する消費課税のあり方について
第一は、公共部門について、官接の対価性のない公共サービスとその間接的な対価としての租税
や補助金を課税対象とするものである問。しかしながら、これはかなりドラスチックな改革となり、
当面は現実性がない。
第二は、公共部門を非課税法人とするものである。しかし、この方式をとると、わが国が帳簿方
式を採用していることから、公共部門からの物品またはサ}ピスの購入が課税仕入れとなるのか、
それとも非課税仕入れとなるかの判断において混乱を生じさせる可能性がある。したがって、少な
くとも、わが国が帳簿方式を採用している限り、この方式の採用は困難であろう 68)。
そこで、現行法の仕組みを尊薫しつつ、その問題点を再検討することにより、改替案を提起する
こととしたい。
(2 )現行法の仕組み
わが国の消費税法は、公共部門の課税上の取扱いについて、事業者としての側面と消費者として
の側面の両面があることを前提として構築されている。
まず、公共部門は、法5条や法30条からも明らかなように、原則として一般の事業者と同様に扱
うこととしている。資産の譲渡等に該当するものがあれば課税対象とし、課税仕入れがあれば税額
控除を認めている。なお、非課税が適用される場合には、売上げは課税されず、対応する課税仕入
れの税額控除も認められない。
問題は、事業者が課税対象外の収入を受け取った場合において、仕入税額控除を規定した法30条
がこうした収入の存在を想定した規定を設けていないことである69)。その結果、課税対象外の収入
としての特定収入を受け取り、それを原資として課税仕入れを行った場合、必ずしも明白ではない
が、税額控除の権利が発生すると解される余地がある。
そこで、消費税法は、特例として法60条4項を規定し、特定収入によって発生する税額控除の権
利を制限することとしている。なお、この法60条4項は、消費税法の税額控除の論理と補助金の論
理の双方を考慮したものであることから、前述の通り極めて複雑なものとなっている。
以上のことを、簡単な設例を用いて説明する。
67)現行法の解釈では、租税や補助金は、対価性がないとして、課税対象外となると考えられる、第一の方法はこ
れを課税対象の収入とするものである。
租税や補助金を課税売上げとするには法改正が必要と考えられるが、ニュージーランドでは実際に実行されて
いる。公共サ}ピスを、租税や補助金等を対価とする課税売上げとするものである。
租税や補助金に消費税を課すとともに課税仕入れについては税額控除を認めるものであり、論理的にはありう
るが、租税や補助金を課税対象とし、これらに消費税を上乗せすることは政策としては難しいと考えられる。
68)欧州では、公共部門を非課税法人とすることで、租税や補助金を課税対象から除外し、かっ、課税仕入れにつ
いては、税額控除を認めないこととしており、わが国でも、こうした方法を取ることがひとつの選択肢である。
しかしながら、この方法を取ると、論理的には、公共部門から物品またはサーピスを購入した者は税額控除で
きない。これは、帳簿方式を採用し、消費者や免税事業者からの購入にも税額控除を認めている現行制度と矛盾
し、混乱の原因となる。
69)一般の事業者にとっては、課税対象外の収入は例外的なものであり、無視できる程度のものである場合が多い
と考えられる。
会計論叢第10号 -46-
公共部門Aが、事業者として顧客に物品・サービスを供給し、その対価として40を得るとともに、
対価性のない公共サービスを国民に提供し、その費用は政府から補助金として60が支給されている
ケースを想定する。なお、公共部門Aは、とれらの収入をもとに100の課税仕入れを行っている。
図表15
物品・サービス
i事業者|ぐ ~I 吋門
公益サービス
ヱー
物品・サーピス
一一一一一一一う
ぐ
対価40
顧客
(国民)
公共部門は原則として事業者として扱われることから、公共部門Aも顧客に対する物品やサー
ビスの供給は課税対象となる。その50%(20)が課税売上げであり、残りの50%(20)が非課税売
上であると仮定すると、税率を10%と仮定して、公共部門Aは顧客から20の10%である 2を消費税
として受け取る。
次いで、事業者からの購入のうちの60が課税仕入れであるとすると、公共部門Aは消費税とし
て60の10%である 6を負担し、事業者に対価の一部として支払う。
なお、課税売上割合は、課税売上 (20)の課税売上20と非課税売上20の合計額に占める割合であ
ることから50%となる。一括比例配分方式を適用すると、仕入税額控除の金額は6の50%に相当す
る3となる。
以上により、公共部門Aは、売上げに係る税額が2で、仕入税額控除の金額が3であることから、
政府から還付1を受け取ることになる。
次いで、 60条4項が適用される。計算の詳細は省略するが、補助金の資金使途を考慮にいれた計
算の結果として、補助金により発生した税額控除の金額が2となると仮定する。
そうすると、仕入税額控除の金額は3から2を控除した 1となり、結果として、公共部門Aは、
売上げに係る税額2から仕入税額控除1を控除し、政府に 1を納税すべきこととなる。
(3)代替案の提起
ところで、なぜ、法60条4項が必要となったのであろうか。
上記の設例を見て気が付くのは、法30条の税額控除の計算において、公共サ}ピスの提供とそれ
に対応する補助金の60の存在が無視されていることである O 仕入税額控除の計算において補助金の
60が考慮されていない。これは、税額控除の計算として合理的といえるのか疑問がある。そして、
これを適切に考慮に入れることで、法60条4項は不要となる可能性がある。
そこで、補助金を考慮に入れた法30条の仕組みを検討してみたい70)。
公共サービスとして、例えば、消防のサービスを想定する。公共部門Aは、国民に消防という
-47一公共部門に対する消費課税のあり方について
公共サーピスを提供し、その財源として政府から補助金60を受け取っていると仮定する。さらに、
その補助金を用いて、消防自動車を40で購入し、その消費税が4であったとする。
消費税法では、このような公共サーピスの供給は、サーピスの供給と補助金の受取りの聞に直接
の対価性がないとして課税対象外となる。したがって、補助金の60は課税対象外の収入となる。
ところで、消防自動車を購入するに際して負担した消費税の4はどうなるのであろうか。
わが国の消費税法30条と税務当局の解釈によると、補助金により購入された課税仕入れは、課税
売上と非課税売上の共通対応仕入れとして扱うものとされている71)。
したがって、法30条の税額控除の仕組みのなかで、課税売上割合 (50%)が適用され、 4に50%
を乗じて、 2の税額控除の権利が発生する。しかしながら、こうした税額控除の権利の発生は不合
理である。
そこで、考えらえるのは、こうした補助金を原資とした課税仕入れから仕入税額控除の権利が生
じないようにすることである。そのための方法として、補助金を非課税売上とみなすこととしては
どうであろうか。すなわち、「みなし非課税売上」の概念を導入するのである。
税額控除の方法として個別対応方式を採用している場合には、消防自動車の購入は非課税売上に
対応した課税仕入れとなり、税額控除は認められない。公共部門Aの仕入税額控除は1となり、納
税は1となる。
税額控除の方法として一括比例方式を採用している場合には72)、課税売上割合の計算において、
みなし非課税売上を非課税売上に加算する73)。上記の例では、課税売上割合は、分母が100で分子
が20であることから、 20%となる。この場合には、仕入税額控除の金額は、 6の20%であることか
ら、1.2となる。したがって、公共部門Aの納税額は0.8となる74)。
(4)代替案の意味するもの
現行制度において法60条4項が必要となった理由を考えてみると、それは法30条が認めている税
額控除の範囲が広すぎることにある。付加価値税タイプの税における前段階税額控除は多段階課税
で必然的に発生する重複課税を排除するためのものであり、課税売上げに対応する課税仕入れに含
まれる税について税額控除を認めるものである。ところが、わが国の消費税法の仕入税額控除制度
は、通達による解釈も考慮に入れると、必要な範囲を超えており、課税対象外取引による受け取る
収入に対応した課税仕入れにも税額控除が認める結果となっている。補助金に即して説明すると、
対価性のない公共サーピスを提供しその費用を補填する目的で補助金を受け取った場合において、
現行制度では、補助金により購入したものが課税仕入れに該当する場合にも税額控除が認められる
こととなる。その結果、補助金を受け取った公共部門は、消費税の税額控除(さらには、選付)を
70)なお、これは、課税対象外の収入の全体に関わる問題であるが、ここでは、補助金に限定して議論を進める。
71)消費税法基本通達11-2 -16 (不課税取引のために要する課税仕入れの取扱い)
72)個別対応方式の場合でも、その課税仕入れが公共サービスと課税売上の双方の共通対応の場合も含まれる。
73)なお、本文で述べたのは、課税売上割合の計算方法の修正であるが、ニ段階方式とし、課税売上割合を適用す
る前に、課税対象割合を持ってくることも考えらえる。
ここで、課税対象割合の計算における分母は、課税売上、非課税売上および補助金の合計額であり、分子は、
課税売上と非課税売上の合計額である。
74)なお、一括比例配分方式には不合理な面があり、適用を制限するのが望ましい。
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受けることで、補助金支給の趣旨を超えた追加的な利益が発生する75)。
問題は、現行制度の税額控除の範囲が広すぎる点にある。税額控除の範囲は、本来は課税売上げ
に対応する課税仕入れに限定すべきである。そして、この本来のルールを尊重することで、補助金
が追加的利益を発生させるという不合理は解消する。すなわち、税額控除の範囲は課税売上と関連
する部分に限定し、補助金を受け取ったことから税額控除が発生する余地を消滅させるべきである。
課税対象外の収入のうち、少なくとも、補助金などの特定収入は、付加価値税タイプの税における
生産・流通段階を経過したあとの消費段階での活動の一環とみるべきものであり、上記の代替案は、
基本的には、こうした考えに沿ったものであるO
以上のことは、公共部門のうちの補助金が支給される活動については、これを事業者ではなく消
費者として扱うことを意味するものである加。
6.おわりに
わが国の消費税法は、公共部門を原則として事業者として扱うこととしている。ただ、し、国およ
び地方公共団体の一般会計に関する規定は、一般会計を形式的には事業者であるが、実質的には消
費者として扱うものである。その背景には、わが国の帳簿方式の問題があると考えられる。他方で、
一般会計以外の公共部門は事業者として扱うこととしているため、法30条により課税対象外の入金
のうちの租税や補助金など(特定収入と時ばれる)に対応する課税仕入れについても税額控除が可
能となっている。そこで、法60条4項が設けられ、補助金から追加的利益が生ずるのを防止するた
めに税額控除の範囲を制限している。しかしながら、この制度は、仕入税額控除の制度(非課税に
かかる控除制限を考慮したもの)と調整割合の制度(補助金の使途を考慮したもの)が複合する極
めて複雑なものとなっている。
本稿では、こうした複雑さの原因を検討し、わが国の制度のこうした複雑さの原因は、法30条の
税額控除の仕組みにあることを明らかにした。現行の公共部門の取扱いは、法60条により、国等の
一般会計は消費者として扱い、それ以外の公共部門(国等の特別会計、公共法人、公益法人等)は
事業者と消費者の二面性を有する法人として扱っている。結果として、補助金の論理を取り入れた
複雑な対応となっている。しかしながら、この課題は税額控除の論理だけで解決するのが望ましい。
本稿で分析したとおり、基本的な問題は、法30条の仕組みのために、課税対象外の収入に対応す
る課税仕入れに係る税額控除の範囲が過大となっていることである。租税、補助金、寄付金などと
いったいわゆる特定収入により物品やサーピスを購入することは、いわば、消費者としての購入で
あり、その購入で税額控除を認めないのが合理的である。この問題は、具体的には、特定収入をい
わば「みなし非課税売上」として扱うことで解決可能と考える。公共部門は、事業者として部分と
消費者としての部分から成り立っており、前者は事業者として扱うとともに、後者は消費者として
扱うのが妥当である77)。
75)わが国の消費税法は、こうした課題に対処するために、特定収入の制度を設けて、補助金が原因となって発生
した税額控除を排除することにしたものと考えられる。
76)補助金だけでなく、特定収入の全体に当てはまることである。
なお、課税対象外の収入の問題は、補助金などの特定収入に限られるものではないが、本稿では、特定収入に
限定し論じたものである。
-49一公共部門に対する消費課税のあり方について
本稿が取り上げた問題は、公共部門に限定されたものではなく、対価性のない課税対象外の取引
の全体にかかわるものである。したがって、法30条の仕組みの抜本的な見直しが必要と考える。課
税対象外の取引からの収入と税額控除の関係を整理すべきであるO そして、課税対象外取引が生産・
流通活動の過程とみることができる取引であれば税額控除の対象とし、その課税対象外取引が消費
活動の一部としての取引であれば税額控除は認めるべきではないと考える。
77)なお、公共部門を非課税法人とすると、公共部門からの購入について税額控除が否定される余地があるため現
行の制度になったと考えられる。
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